
平成28年分給与所得の源泉徴収票の記載のしかた

平成28年分給与所得の源泉徴収票については、社会保障・税番号制度の導入等に伴い、
大幅に項目やレイアウト等が変わっています。大幅に項目やレイアウト等が変わっています。

※ 用紙の大きさが従来のＡ６サイズからＡ５サイズに変更されています。
なお、個人番号又は法人番号の記載については、税務署提出用には記載しますが、受

給者交付用には記載しません。
税務署提出用と受給者交付用とでは記載のしかたが異なりますのでご注意ください。
２ページから４ページに変更や追加のあった項目を中心に、記載要領及び記載に当

たっての留意点を記載しています。

（受給者番号）

平成　　　年分　　給与所得の源泉徴収票28
（受給者番号）

（個人番号）

平成　　　年分　　給与所得の源泉徴収票28

税 務 署 提 出 用 受 給 者 交 付 用

税務署提出用と受給者交付用の源泉徴収票の記載イメージ

（役職名）

千 内

千 円

千 円 千 円 千 円 千 円

6

16歳未満

扶養親族

の数

控　除　対　象　扶　養　親　族　の　数

円

老　　　人 そ の 他 特　　別

支　払

を受け

る　者

住

所

又

は

居

所

千代田区霞が関３－１－１
霞が関マンション501号室

給料・賞与
内 千 円 千

種　　　　　　　　　　別 支　　　払　　　金　　　額

円 千

氏

　

名 　　　　国税　太郎

円

給 与 所 得 控 除 後 の 金 額 所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 源　泉　徴　収　税　額

　　控 除 対 象 配 偶 者 配 偶 者 特 別
（　配　偶　者　を　除　く　。　） （ 本 人 を 除 く 。 ）

　　の 有 無 等 老人 控 除 の 額
特　　定 その他

障　害　者　の　数 非居住者

である

親族の数

内

4 5 1

有 従有 人 従人 人 人内 人 従人 人 従人 人 内

○ 1 1 1

人

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

（フリガナ）　 　　コクゼイ　タロウ

847 500 962 750 569 8464 4

経理課長

0

（個人番号）

（役職名）

千 内

千 円

千 円 千 円 千 円 千 円

千 円

846給料・賞与
内 千 円

支　払

を受け

る　者

住

所

又

は

居

所

千代田区霞が関３－１－１
霞が関マンション501号室

障　害　者　の　数

老　　　人
控 除 の 額

750 569

氏

　

名 　　　　国税　太郎

支　　　払　　　金　　　額 給 与 所 得 控 除 後 の 金 額 所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 源　泉　徴　収　税　額種　　　　　　　　　　別

円 千 円

非居住者

である

親族の数

　　控 除 対 象 配 偶 者 配 偶 者 特 別
（　配　偶　者　を　除　く　。　） （ 本 人 を 除 く 。 ）

そ の 他 特　　別 その他
　　の 有 無 等 老人 特　　定

控　除　対　象　扶　養　親　族　の　数 16歳未満

扶養親族

の数

内

○

有 人 人 人人 従人 人 従人 人 内従有 人 従人

1

内

1

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額

1 4 5

住宅借入金等特別控除の額

1

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2

（フリガナ）　 　　コクゼイ　タロウ

847 500 962

経理課長

6 4 4 0

千 円 千 円 千 円 千 円

円 円 円 円 円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

内

909

（摘要）

生命保険料

の金額の

内訳

新生命保険料

の金額

旧生命保険料

の金額

介護医療保

険料の金額

1 10 住 11,500,00023

 (1)国税五郎 　(2)国税六郎　(3)国税幸子(年少)

控除対象

配偶者

（フリガナ） コクゼイ　ハナコ 区

分 配偶者の

合計所得

円

国民年金保険

料等の金額

円

旧長期損害

保険料の金額

円

住宅借入金

等特別控除

の額の内訳 住宅借入金等

特別控除可能額

居住開始年月

日（２回目）

住宅借入金等特別

控除区分(2回目)

住宅借入金等

年末残高(２回目)

住宅借入金等特別

控除区分(1回目)

住宅借入金等

年末残高(１回目)

住宅借入金等

特別控除適用数

氏名 国税　花子

205,000 20826 増(特) 9,000,000

120 000 50 000 19 600846

2
居住開始年月

日（１回目）

新個人年金

保険料の金額

旧個人年金

保険料の金額180,000 360,000 180,000100,000 90,000

円 円 円 円 円

年 月 日 円

円 年 月 日 円

19 600

（摘要）

 (1)国税五郎 　(2)国税六郎　(3)国税幸子(年少)

介護医療保

険料の金額

居住開始年月

日（２回目）

2
居住開始年月

日（１回目）住宅借入金

等特別控除

の額の内訳

住宅借入金等

特別控除適用数

住宅借入金等

特別控除可能額

氏名 国税　花子

0 1

住宅借入金等

年末残高(２回目)

住宅借入金等特別

控除区分(2回目)

配偶者の

合計所得

円

国民年金保険

料等の金額

円

2 34 5

控除対象

配偶者

個人番号 2 3

（フリガナ） コクゼイ　ハナコ 区

分

6 7 8 9
コクゼイ ルコ（フリガナ） コクゼイ イチロウ （備考）（フリガナ）

909 846 120 000 50 000

23 1

新生命保険料

の金額

旧生命保険料

の金額

生命保険料

の金額の

内訳 180,000 100,000 90,000

旧個人年金

保険料の金額360,000 180,000

205,000

10 住 11,500,000

26 8 20 増(特) 9,000,000

旧長期損害

保険料の金額

円

住宅借入金等

年末残高(１回目)

住宅借入金等特別

控除区分(1回目)

新個人年金

保険料の金額

控
除

対
象

扶
養

親

族

1

（フリガナ） コクゼイ　イチロウ 区

分

1

6
歳

未
満

の
扶

養

親
族

2

（フリガナ）

1

（フリガナ） コクゼイ　ハルコ 区

分氏名

（フリガナ） コクゼイ　ジロウ 区

分
2

コクゼイ　ナツコ 区

分

国税　秋子

国税　春子

氏名 国税　二郎 氏名 国税　夏子

3

（フリガナ） コクゼイ　アキコ 区

分氏名 国税　三郎 氏名

氏名 国税　四郎 氏名 国税　冬子
区

分

コクゼイ　シロウ

寡　　　婦

4

3

（フリガナ） コクゼイ　サブロウ 区

分

区

分

（フリガナ） コクゼイ　フユコ

未

成

年

外

国

死

亡

退

災

害

乙

　

 

欄

本人が障害者

日

4

（フリガナ）

氏名

特 そ

の

一

　

特

就職 退職 年 月 日 明 大

寡 勤

労

学

中  途  就  ・  退  職 受  給  者  生  年  月  日

国税　一郎

月昭 平 年

○

コクゼイ　ナツコ

4

1

0 1 2個人番号 4 5 6

コクゼイ　ハルコ

コクゼイ　アキコ 区

分氏名 国税　秋子
コクゼイ　サブロウ 区

分
3

（フリガナ）

7 8 2

氏名 国税　三郎

4 5

3 4

1

6

歳
未

満
の

扶
養

親
族

氏名 国税　一郎

8

1

6

7

6 7 2

区

分

氏名

氏名

2

（フリガナ） コクゼイ　ジロウ 区

分
2

（フリガナ）

8 9 0 1

区

分

5 6

区

分

個人番号 5

9

国税　春子

国税　夏子氏名 国税　二郎
控

除
対

象
扶

養
親

族
3

（フリガナ） コクゼイ　イチロウ

個人番号 7 8 9

3

（フリガナ）

氏名 国税　四郎 氏名 国税　冬子4

（フリガナ） コクゼイ　シロウ 区

分
4

（フリガナ）

0 1 2 3 6

そ

の

外

国

死

亡

退

災

害

乙

　

 

欄

本人が障害者

9 0

月 日

（備考）

特

年

受  給  者  生  年  月  日

平

コクゼイ　フユコ 区

分

3

（フリガナ）

1

5

(1)
890123456789
(2)
901234567890

就職 退職 大 昭明

個人番号 6

月

寡 勤

労

学

中  途  就  ・  退  職
寡　　　婦

日

未

成

年

特
一

　

般
年

7 84 5

7

○

者 人 職 者
欄 日

氏名又は名称

住所（居所）

又は所在地

別 他
般

別

（電話） 048-600-××××

就職 退職 年 月 日 明 大

夫 生

(

受
給

者
交

付
用

)

さいたま市中央区新都心１－１

支

　

払

　

者

国税商事 株式会社

○ 31 1 1

月昭 平 年

375整　理　欄

他人 職 者
欄

支

　

払

　

者

個人番号又は

法人番号

氏名又は名称

(

税
務

署
提

出
用

)

456789

住所（居所）

又は所在地 さいたま市中央区新都心１－１

○ 31 1 1

23

（電話） 048-600-××××

7 　（右詰で記載してください。）8901

別

国税商事 株式会社

夫 生者 別
般

【ご注意ください】
平成27年10月２日に所得税法施行規則等の改正が行われ、行政手続における特定の個人を識別するための番

この記載のしかたは、平成27年10月30日現在の法令に基づいて作成しています。

成 所得税 、 識
号の利用等に関する法律施行後の平成28年１月以降も、給与などの支払を受ける方に交付する源泉徴収票など
への個人番号の記載は行わないこととされました。詳しくは、国税庁ホームページをご覧ください。

１

国税局・税務署



（受給者番号）

（個人番号）

（役職名）

平成　　　年分　　給与所得の源泉徴収票

支　払

を受け

る 者

住

所

又

は

居
氏 （フリガナ）

《社会保障・税番号制度の導入等により記載の方法が変わった主な箇所》

①

税 務 署 提 出 用

千 内

千 円

千 円内 千 円

る　者
所

障　害　者　の　数

老　　　人
控 除 の 額

氏

　

名

支　　　払　　　金　　　額 給 与 所 得 控 除 後 の 金 額 所 得 控 除 の 額 の 合 計 額 源　泉　徴　収　税　額種　　　　　　　　　　別

円 千 円

非居住者

である

親族の数

　　控 除 対 象 配 偶 者 配 偶 者 特 別
（　配　偶　者　を　除　く　。　） （ 本 人 を 除 く 。 ）

そ の 他 特　　別 その他
　　の 有 無 等 老人 特　　定

控　除　対　象　扶　養　親　族　の　数 16歳未満

扶養親族

の数

有 人 人 人人 従人 人 従人 人 内従有 人 従人 内

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

（フリガナ）　

② ③

千 円 千 円 千 円 千 円

円 円 円 円 円

年 月 日 円

内

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

（摘要）

介護医療保

険料の金額

居住開始年月

（ ）住宅借 金

住宅借入金等

特別控除適用数

新生命保険料

の金額

旧生命保険料

の金額

生命保険料

の金額の

内訳

旧個人年金

保険料の金額

住宅借入金等

年末残高( )

住宅借入金等特別

控除区分( )

新個人年金

保険料の金額

④

⑩

円 年 月 日 円居住開始年月

日（２回目）

日（１回目）住宅借入金

等特別控除

の額の内訳

特別控除適用数

住宅借入金等

特別控除可能額

氏名

住宅借入金等

年末残高(２回目)

住宅借入金等特別

控除区分(2回目)

配偶者の

合計所得

円

国民年金保険

料等の金額

円

控除対象

配偶者

個人番号

1

（フリガナ）
区

分

個人番号

1

6

歳

氏名1

区

分

氏名

氏名

2

（フリガナ）
区

分
2

（フリガナ）
区

分

区

分

氏名
控

除

（フリガナ） （備考）（フリガナ）

旧長期損害

保険料の金額

円

年末残高(１回目)控除区分(1回目)④

⑤ ⑥

⑦

区

分氏名

区

分
3

（フリガナ）

氏名

歳

未

満

の

扶

養

親

族

個人番号

除

対

象

扶

養

親

族

個人番号

3

（フリガナ）

氏名 氏名4

（フリガナ）
区

分
4

（フリガナ）

そ

の

他

外

国

人

死

亡

退

職

災

害

者

乙

　

 

欄

本人が障害者

月 日

特

別

年

受  給  者  生  年  月  日

平

区

分

就職 退職 大 昭明

個人番号

月

寡

夫

勤

労

学

生

中  途  就  ・  退  職
寡　　　婦

日

未

成

年

者

特

別

一

　

般
年

⑧ ⑨

⑪

375整　理　欄

他人 職 者

支

　

払

　

者

個人番号又は

法人番号

氏名又は名称

(

税

務

署

提

出

用

)

住所（居所）

又は所在地

（電話）

　（右詰で記載してください。）

別 夫 生者 別

⑫

〔記載要領及び記載に当たっての留意点〕

以下に記載している項目以外の項目については 「平成27年分給与所得の源泉徴収票等の法定調書の以下に記載している項目以外の項目については、「平成27年分給与所得の源泉徴収票等の法定調書の
作成と提出の手引」を参考にしてください。

記載すべき事項

① 「支払を受ける者」の
「個人番号」

　給与の支払を受ける方の個人番号を記載します。
　※　給与の支払を受ける方に交付する源泉徴収票には、個人番号は記載しません。

② 控除対象配偶者の有無
等

【有】欄
　主たる給与等の支払者が、自己が支払う給与等から配偶者控除をした場合には「○」と

記載欄名

2

記載します。控除をしなかった場合には何も記載しません。
【従有】欄
　従たる給与等の支払者が、自己が支払う給与等から配偶者控除をした場合には「○」と
記載します。控除をしなかった場合には何も記載しません。
【老人】欄
　配偶者控除の対象となる配偶者が老人控除対象配偶者である場合には「○」と記載しま
す。



〔記載要領及び記載に当たっての留意点（続き）〕

記載すべき事項

③ 非居住者である親族の
数

　配偶者控除の対象となる配偶者、配偶者特別控除の対象となる配偶者、扶養控除の対象
となる扶養親族及び16歳未満の扶養親族のうちに、非居住者の方がいる場合には、その
人数を記載します。

④ 住宅借入金等特別控除
適用数

　年末調整の際に住宅借入金等特別控除の適用がある場合、当該控除の適用数を記載しま
す

記載欄名

適用数 す。
　なお、適用数が３以上のときには、摘要の欄に住宅借入金等特別控除区分、居住開始年
月日及び住宅借入金等年末残高を記載します。

⑤ 居住開始年月日
（１回目、２回目）

　居住開始年月日は、和暦で年、月、日を分けて記載します。
（例）平成27年５月５日の場合は、年：「27」、月：「５」、日：「５」と記載しま
　　す。

⑥ 住宅借入金等特別控除
区分

　適用を受けている住宅借入金等特別控除の区分を次のように記載します。
　住・・・一般の住宅借入金等特別控除の場合（増改築を含みます。）区分

（１回目、２回目）
住 般の住宅借入金等特別控除の場合（増改築を含みます。）

　認・・・認定住宅の新築等に係る住宅借入金等特別控除の場合
　増・・・特定増改築等住宅借入金等特別控除の場合
　震・・・東日本大震災によって自己の居住の用に供していた家屋が居住の用に供するこ
　　　　とができなくなった場合で、平成23年から平成31年６月30日までの間に新築
　　　　や購入、増改築をした家屋に係る住宅借入金等について、震災特例法第13条の
　　　　２第１項「住宅の再取得等に係る住宅借入金等特別控除」の規定の適用を選択し
　　　　た場合
　また、当該住宅の取得や増改築が特定取得に該当する場合には、「（特）」を付記しま
す。す。
（例）特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用があり、当該住宅の増改築が特定取得に
　　該当する場合は、「増（特）」と記載します。

⑦ 【控除対象配偶者】の
各欄

　配偶者控除の対象となる配偶者の氏名、フリガナ及び個人番号を記載します（フリガナ
については、分かる場合に記載してください。）。
　また、控除対象配偶者が非居住者である場合には、区分の欄に「○」と記載します。

　※１　給与の支払を受ける方に交付する源泉徴収票には、個人番号は記載しません。
　※２　控除対象配偶者の欄は、「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」又は「従た
　　　る給与についての扶養控除等（異動）申告書」の記載に応じ、年の中途で退職した
　　　受給者に交付する源泉徴収票にも記載する必要がありますので、ご注意ください。
　※３　配偶者特別控除の対象となる配偶者がいる場合にはこの欄には記載しません。

⑧ 【控除対象扶養親族】
の各欄

　扶養控除の対象となる扶養親族の氏名、フリガナ及び個人番号を記載します（フリガナ
については、分かる場合に記載してください。）。
　また、控除対象扶養親族が非居住者である場合には、区分の欄に「○」と記載します。

　※１　給与の支払を受ける方に交付する源泉徴収票には、個人番号は記載しません。
※２ 控除対象配偶者の欄は 「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」又は「従た　※２　控除対象配偶者の欄は、「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」又は「従た

　　　る給与についての扶養控除等（異動）申告書」の記載に応じ、年の中途で退職した
　　　受給者に交付する源泉徴収票にも記載する必要がありますので、ご注意ください。

⑨ 【16歳未満の扶養親
族】の各欄

　16歳未満の扶養親族の氏名及びフリガナを記載します（フリガナについては、分かる
場合に記載してください。）。
　また、16歳未満の扶養親族が非居住者である場合には、区分の欄に「○」と記載しま
す。

　※１　16歳未満の扶養親族の欄は、「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」又は
　　　「従たる給与についての扶養控除等（異動）申告書」の記載に応じ、年の中途で退
　　　職した受給者に交付する源泉徴収票にも記載します。
　※２　市区町村に提出する給与支払報告書には、16歳未満の扶養親族の個人番号も記
　　　載することとなっていますので、ご注意ください。
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〔記載要領及び記載に当たっての留意点（続き）〕

記載すべき事項

⑩ 摘要 １　控除対象扶養親族又は16歳未満の扶養親族が５人以上いる場合には、５人目以降の
　控除対象扶養親族又は16歳未満の扶養親族の氏名を記載します。この場合、氏名の前
　には括弧書きの数字を付し、「備考」の欄に記載する個人番号との対応関係が分かるよ
　うにしてください。
　　また、この欄に記載される控除対象扶養親族又は16歳未満の扶養親族が次に該当す

記載欄名

　る場合には、それぞれ次の内容を付記します。
　(1)　16歳未満の扶養親族の場合
　　  　氏名の後に「（年少）」と付記します。
　(2)　控除対象扶養親族又は16歳未満の扶養親族が非居住者の場合
　  　　氏名の後に「（非居住者）」と付記します。
　
　※　扶養親族の個人番号については、この欄に記載せず、「備考」の欄に記載してくだ
　　さい（「⑪備考」を参照してください。）。

２ 配偶者特別控除の対象となる配偶者についても 氏名の前に括弧書きの数字を付し２ 配偶者特別控除の対象となる配偶者についても、氏名の前に括弧書きの数字を付し、
　氏名及び配偶者特別控除の対象である旨（配特）を付記し、非居住者である場合にはそ
　の旨（非居住者）も付記します。

（例）給与の支払を受ける方に(1)配偶者特別控除の対象となる配偶者、(2)５人目の控除
　　対象扶養親族、(3)５人目の非居住者である16歳未満の扶養親族がいる場合

　　　(1)国税藤子（配特）　(2)国税春男　(3)国税夏男（年少）（非居住者）

３ 年の中途で就職した方について その就職前に他の支払者が支払 た給与等を通算し３ 年の中途で就職した方について、その就職前に他の支払者が支払った給与等を通算し
　て年末調整を行った場合には、（イ）他の支払者が支払った給与等の金額、徴収した所
　得税及び復興特別所得税の合計額、給与等から控除した社会保険料の金額、（ロ）他の
　支払者の住所（居所）又は所在地、氏名又は名称、（ハ）他の支払者のもとを退職した
　年月日を記載します。

４　「賃金の支払の確保等に関する法律」第７条の規定に基づき未払給与等の弁済を受け
　た退職勤労者については、同条の規定により弁済を受けた旨及びその弁済を受けた金額
　を記載します。

５　災害により被害を受けたため給与所得に対する源泉所得税及び復興特別所得税の徴収
　の猶予を受けた場合には、「災害者」欄に○を付すとともに、徴収猶予税額を記載しま
　す。

６　租税条約に基づいて源泉所得税額の免除を受ける方については、「○○条約○○条該
　当」と赤書きします。

　控除対象扶養親族が５人以上いる場合には、５人目以降の控除対象扶養親族の個人番号
を記載します この場合 個人番号の前には「摘要」の欄において氏名の前に記載した括

備考⑪
を記載します。この場合、個人番号の前には「摘要」の欄において氏名の前に記載した括
弧書きの数字を付し、「摘要」の欄に記載した氏名との対応関係が分かるようにしてくだ
さい。

　※１　給与の支払を受ける方に交付する源泉徴収票には、個人番号は記載しません。
　※２　源泉徴収票には、16歳未満の扶養親族や配偶者特別控除の対象となる配偶者の
　　　個人番号を記載しませんが、市区町村に提出する給与支払報告書には記載する
　　　こととなっていますので、ご注意ください。
　
（例）(1)配偶者特別控除 対象となる配偶者 (2)５人目 控除対象扶養親族 (3)５人（例）(1)配偶者特別控除の対象となる配偶者、(2)５人目の控除対象扶養親族、(3)５人
　　　目の非居住者である16歳未満の扶養親族がいる場合

　　【源泉徴収票に記載する事項】
　　　(2)109876543210

　　【参考：市区町村に提出する給与支払報告書に追加で記載する事項】
　　　(1)210987654321　(3)321098765432

⑫ 「支払者」の「個人番
号 は法人番号

　支払をする方の個人番号又は法人番号を記載します。
個人番号を記載する場合は 左端を空白に 右詰 記載 ます
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号又は法人番号」 個人番号を記載する場合は、左端を空白にし、右詰で記載します。
　※　給与の支払を受ける方に交付する源泉徴収票には、個人番号及び法人番号は記載
　　しません。


